
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  定額法による減価償却制度 

Ｑ：建物は、４月以後、新しい定額法によ

って減価償却費の計算をするそうですが、ど

のように計算するのですか？  

 

Ａ：次のように計算します。 

【解説】 

［４月以後に取得した建物］ 

４月以後に取得した建物は、これまでのよ

うに定額法によって減価償却費の計算をしま

すが、計算式が次のように改正されるととも

に、備忘価額１円に達するまで減価償却がで

きるようになりました。  

減価償却費＝取得価額×定額法の償却率 

(注1)従来の定額法のように0.9を乗ずると

いうことはしません。 

 (注2)定額法の償却率は耐用年数等に関す

る省令別表10に記載されています(従来の定

額法の償却率は別表9です)。 

［例］取得価額1,000,000円 

   耐用年数   10年 

   定額法償却率 0.1 

 減価償却費＝1,000,000円×0.1＝100,000円 

［３月までに取得した建物］ 

なお、３月までに取得した建物は、これま

でどおり減価償却計算をし、減価償却費の累

計額が取得価額の95%に達した場合には、取得

価額から取得価額の95%相当額及び備忘価額

(１円)を控除した金額を60で除し、その事業

年度の月数を乗じて計算した金額を減価償却

費として計上(５年で均等償却)することにな

ります。 
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